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支出がn財グループに分割される場合に（ 2 - 2）が成り立つこと、またもし、
間接効用関数が加法的分離性を持つ場合には（ 2 -3）によって φ値が決定され
ることを証明した。
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U (y)=(J/ p) yP, OくpくlまたはρくO ( 3← I ) 
であり、かつ課税当局が所得税の税率構造を均等絶対犠牲原則に基づいて決定
しているならばり 2）の所得税関数が導出できる。
T (y)=yー （yP-Cp)l/p ( 3 -2) 
( 3 1 ）からφとpの関係は（3 3）となる。ρ値がマイナスで推定されたなら、
その絶対値に lを加えた値がφ値である。










と、 p= 0. 3およびp= 0. 7に設定した場合（Set）とについて、課税所得階層
別の所得税負担額を比較した。 p= 0. 3に設定すれば課税所得SC日万円以上の
高所得層で実際よりもかなり低い税額となる。逆に p=-0.7に設定すれば高所





1967、1977、および1987年についての（ 3 3 ）式の当てはまりは、 1987年をの
ぞいてはきわめて良好で、推定された p値はそれぞれの年で、 0. 63、 0.53、














l～3節に閲する証明や結果の図表については Murakami,Masako, Asano, Seki 

















社会的厚生関数が（4 I ）の形をとっているとする。 V;(c, h）は各個人の間接
効用関数、 cは消費、 hは余暇時間、 yは個人効用の加重値。




W= ( I/y)};y;'(P, w, V) (4 -2) 
( 4 -2）から「y，の社会的限界重要度のy；弾力性」（ω）を求めると、
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それは（ 4 -3）の w=(l y）が 1.3から 1.5の範囲であることを意味する。
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